
土木工事における現場代理人の常駐義務の緩和について 

 
 現在、本市としては、災害復旧工事を含めた土木工事案件を迅速に施工させること

を目的として、次のとおり暫定的に、現場代理人の常駐義務を緩和することを決定い

たしましたので、お知らせいたします。 

 
記 

 
１ 緩和対象工事・条件 

・請負金額１５００万円未満の土木工事であること。 
・１人の現場代理人が兼務できる工事は２件を上限とする。（随意契約により締結

した工事を除く。）ただし、災害復旧工事を１件以上含むこと。（既に契約済の

工事も対象工事とする。） 
・兼務する工事現場を離れる場合は、連絡員を現場に置き監督員と常に連絡を取れ

る体制を確保し、監督員が求めた場合には速やかに工事現場に向かうこと。 

 
 ※ 主任技術者について、「専任を必要としない工事で同時に従事できるのは３件

を上限とする」運用は従前のとおりです。 

 
２ 緩和期間 

当面、平成２６年３月末までとする。 

 
３ その他 

今後、同時期に、同一ランク対象の工事を複数発注することがあります。 
このような場合、これまで同一主任技術者で複数の入札案件に入札参加希望の方

には「配置技術者重複届」を提出してもらっておりましたが、今後、同一現場代理

人で複数の入札参加希望の場合も、同届を入札参加申込時に提出してください。 

 
 

  ※平成２５年１２月１３日公表 

 


